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一そのための政策提言-    2010510
第3回生活保護受給者

暑せ含雲糞電醤子を慕臭基
ふるさとの会/日 本精神保健福祉士協会 滝脇 憲

NPO法人ふるさとの会による山谷・塁田地域で
切れ 目の無い地域密着サービスを提供する包括的な支援システムを構築

日常生活田域に
中間通過施設   第二種社会福祉事業宿泊所  4棟 104名   要介謹 三障害

自立援助ホーム       4棟 135名   要介護 三障害
※認知症特化型      1榛 ,2名   要介護 認知症
誂労支援ホーム       3棟 21名   母子 三障害
緊急就労居住支援事業   `棟 10名   派遣切り稼働層

在宅      地域生活支援センター     2ヶ 所692名   困窮単身

中間施設     グループホーム       2ユ ニット13名   困窮 三障害
(特定)       (シ ョートステイ含 )

社会サービス   給食センター       1ケ 所 750食 ′曰
(基盤)     ヘルバーステーション    1ケ 所 中間施設 在宅 簡宿

株式会社ら、るさと     `ヶ 所 29名 雇用 アバート保証365名
就労支援推進協議会   156名 職場体験講習受講
ワークステーション    58名 雇用有料職彙紹介権及び人材派遣葉登録
生活再建相談センター   64名 刑務所出所者〈高齢 障害)

CuCS    地域ケア連携をすすめる会  47団 体個人
(地域ケアネット)            基幹病院、診療所 (内 14、 精神科、歯科 )

訪間看護 介護 デイケア デイサービス

保健所 福祉事務所 消防署 食品会社など

ホームレス自立支援事業の課題
①「たまゆら火災」
・困窮単身要介護高齢者

特に認知症単身高齢者の援助

②「派遣村」
・住居と職を失つた

若年稼働層失業者

*路上生活者 :34%に

地域に広がる困窮・生きづらさ
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′3ヽるさとの会のミッション

生活困窮者が地域のなかで、安定し

た住居を確保し、安lbした生活を実

現し、社会のなかで再び人としての

役害」や尊厳・居場所を回復するため

の支援を事業として 羮J厖髪目甲犠
行うこと

荒 り|1区
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‐宿泊所 103名

・自立援助ホーム 163名

ふるさとの会利用者像

地域居宅 i692名
生保世帯 376名

就労世帯 316名

うち、アパート保証 365名

グループホーム 13名

入 所 者 像 (宿泊所、自立援助ホーム)合計 258名 20103

【年齢構成】258名 総計    介護
(65歳 以上が158名 612%)  、要介護認定   計 155(6010/Ol
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3肇8121亀  
要介護4[Ю 名

50代      38名

60代    94名   認知症患者(要介護認定問わず)
70代以上  lo4    103名 (39.9%)

二 障 害  手帳取得者のみ 計 90名 (349%)

要介護・三障害
いずれかに該当する
208/258

(8060/o)

人工透析              身障 1

統合失調症         申請中

70代 未受診     杖歩行            カフ・ヤルH
40代  A:DS                      サウナ
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要支援2身障4(1:]]〕 )

50代 ′ゞ―キジソン、認知       介護3 身障2  有料H   茨城県
70歳  肝炎、脊柱管狭窄 車格子  介護4      /病院 ヽ  近隣病院
50代  A:OS、 認知症  左手マヒ  介護3 身障1 / 病院   ヽ都立病院
60後  DM、 ′ヾ―キンソン  歩行困難 申請中     ′ 病院   ヽ他区病院
DM、 認知症   歩行不可  介饉3     1 療養病床 l都下、医療
統合失翻症、アルコ           精 申請中 精神科病味 他県
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X要介饉認定 計  5 名 ( 07% )        【年齢構成】 642 名総ll
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50代   204 名

認知症患者(要介護認定問わず)   6は   295名
6 名 ( 09'o )          70代 以上  83 名

(65歳 以上が 215名  316%)

三 障 害 子臨敬得首  計 6 名 (09%)

要介護・三障害
いずれかに該当する
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政策提言～新たな社会保障制度に向けて

困窮・単身・要介護・高齢/障害のく四重苦〉を抱える人々の
地域居住を保障するための生活保護制度の改革

2010年 5月 7日 第2回「支援付き住宅推進会議」

第一提言 地域生活支援サービスの現物給付

(1)日 常生活支援の制度化

(2)単独給付可能な現物サービス

第二提言 制度の隙間を埋めるコーディネート

機能=サポートセンターの設置

第二提言 地域協働型支援付き住宅の制度化

第一提言 地域生活支援サービスの現物給付

(1)日 常生活支援の制度化
・ く四重苦〉=自 助と互助の喪失

酬 暴肇牌 巫 縁:メ
自助 を支える新

鰐当纏雲父

公助 生活保護など

。家族的機能 =日 常生活支援
・食事、排泄、睡眠、清潔、活動の支援
暮らしの中で〈つながり〉をつくるコミュニケーション

認知障害を生活障害にさせない

・介護保険外の機能

定期的な見守り、生活相談、服薬支援、通院同行、緊急時対応など

→9番目の扶助として「地域生活支援扶助」の制度化ヘ
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第一提言 地域生活支援サービスの現物給付

(2)単独給付可能な現物サービス

・生活保護基準未満の低所得世帯の推計

229万世帯/45万世帯
*漏給を表すものではない(厚労省 )
*雇用保険と生活保護の間をつなく「`第2のセーフティネット」

→高齢世帯への対応

→日常生活支援の現物給付 (単独給付含む )
・個別の生活ニーズに応じた対人社会サービス

→施設依存からの脱却

→現に住んでいるアパートや公営住宅を「支援付
き」に

第二提言
地域協働型支援付き住宅の制度化

・ 低廉で地域に根差した支援付きの住まい
。既存ストックの活用 (住民ネットワーク)
。自治体・NPO連携 (住民の福祉 )
・地域ケアネットワーク

・ 課題
・防災設備
・バリアフリー化
。大都市部の地価
・パーマネント住宅 (ターミナルケア)

在宅生活継続が可能な
新たな社会保障制度のために

従来の医療・福祉サービスで対応が難しい困窮単身/
要介護高齢者に(日 常生活支援の必要な人 )

日常生活圏域で

24時間緊急対応可能な在宅医療・介護の

地域密着サービスシステムをつくり、

従来の医療・福祉サービスと連携により、福祉の重心
が在宅生活支援へ移行することに寄与。

(措置・施設 )→ (契約・在宅 )

第二提言

制度の隙間を埋めるコーディネート機能
=サポートセンターの設置
・ 生活保護の自立支援 (実施体制上の問題 )

→「新しい公共」=企業、NPO、 市民の協力
・ 自立支援プログラム

→民間事業者等への外部委託(アウトソーシング)

→セーフティネット支援対策等事業費補助金の活用

・ サポートセンター
・日常生活支援の直接提供
・地域居住の場や社会サービスのコーディネート

→制度の隙間を埋める

鯰
第二種社会IEll事 業宿泊所
千東館 (台東区 ) ふるさとの会

居住支援

嬌■障害者グループホーム

魃

日常生活支援に求められる内容

医壼・保■・福社の⇒

専門性

家族的機能→ |

醐 悩愧鵞

医療・介護・行政機関との調整
カンフアレンス開催など



地域での相談拠点 (生活支援の継続 )

地域生活支援センター「すみだ J

地域生活移行支援事業
生活サポート Om名を支援
墨口区台東区 他区

宿泊所 簡易旅館

居宅 (アパート)

元ホームレス崚保腱者   |
自立生活支援プログラム」 ,

墨口区委籠事業    |

62名 動同 IB麟  講習会  |

|1難 鯛顔透 ‐

―
 
―
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ら、るさと共済会

共同購入 販売等
105名 登録 (■■ぁり
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地域ケア連携をすすめる会 第1回 総会記念シンポジウム

「単身低所得高齢者・障害者の地域生活支援と居宅サービス・
医療サービスの連携J

日時 :2010年 2月 13日 (土 )14時～17時半
会 場 :台東区立台東病院会議室

参加者 :医療 介護従事者、福祉事業者、ホームレス支援団体、研究者、行政関係者、

報道機関、弁護士等、47団体より計126名 が参加

記念講演「認知症ケアから見た単身困窮高齢者の地域生活支援 J

粟田主一氏東京都健康長寿医療センター 自立促進と介護予防研究チーム研究部長

ふ る さ と共 済 会 (共同購入・販売)

|「ふるさと」メンバーズカード

就労支援

4

地域生活支援 (アフターケア)
(居宅)アパート 692名

地域生活支援センター (共同リビング)

台東、すみだ 026名

地域生活移行支援事業

生活サポート:380名

元ホームレス被保護者自立生活
支援プログラム

塁口区委託事業 62名
豊島区委託事業 70名

【城北労働 福祉センター分館敬老皇】
管理委託  100名 /日

-
介離事業所と遣携による日常生活支援

訪間安否確認

四手のイベント(花見 花火 バス旅行 クリスマス会など)

―

医師 保健師 ケアマネ等とカンファレンス開催
介雄認定立会い

年金などの各種手続き相Bl代行
通院彙診攘助

Ml+oMl
90Ю「yCαёこ8製雀pF

ねじ工場として地域にそ

富製作所』の建物を改載し、ギャラリースペースとして新
たにオープンしました。
アートの楽しみ方に出会う「場」を提供するとともに、コ
ミュニティカフエとして、ふるさとの会事薫の利用者、ポ
ランティア、職員、地燎の方々などが氣い、自由に情報を
交換しながら、くつろげ0「場」を



2010/5/10

コミュニティビジネスと雇用

自立援助ホームを基点に

困窮単身/高齢・要介護・三障害を抱える方ヘ

地域密着サービスを提供する事業を

コミュニティビジネスとし、 【雇用】を生み出す

就労支援ホーム(2丁ロハウス、はるかぜ 095現在 )
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バ、る さとの会 は

高蛉・疾病 。障害を持つ生活困窮者の
地域における居住・生活・就労を

「ケア付就労支援プログラム」を導入
雇用側が就労をされる方のペースに合わせて職場環境を整える。職場内での
見守り、就業時間、労働内容などフレキシブルに対応することで、就労の「リハ
ビリ訓練Jを行う。

雇用実績(lo 3現在)

ふるさとの会 186名職員のうち

元ホームレス、被保護者等 72名 を雇用 (38%)

101～ 緊急就労・居住支援事業(都受託)10名 雇用
ふるさとの会   29名

株式会社ふるさと  33名 清掃・賄い補助

ヘルパーステーション  10名

職場体験講習156名 受け入れ実績

需要 1億円あたりの雇用創出人数
単位 1人

社
会
保
障
分
野

4,786

8,609

公共事業         9′ 970

運輸             9,9ol

農林水産業

-6′
342

国立社会保障 人日問題研究所




